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株主の皆様へ

株主の皆様におかれましては、日頃より格別のお引き立てを賜り、厚く御礼申し上げます。
第74期（2021年４月１日～2022年３月31日）の株主通信をお届けいたします。

　平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げ
ます。
　６月24日付で代表取締役社長に就任しました、
近藤安弘でございます。
　はじめに、この度の新型コロナウイルス感染症に
罹患された方々、および甚大な影響を受けられた
方々に心よりお見舞い申し上げるとともに、同感染
症の最前線でご対応くださっている皆様に心からの
感謝と敬意を表します。
　今、私たちはかつてないほど目まぐるしい環境
変化の中にいると考えております。
　その中で当社は、主力の精密機器と医療機器、
またゴム製品の技術力を最大限に生かし、新たな
ニーズに合致した新製品開発を積極的に行うこと
により、社会に貢献していくことを目指します。
　そのためには、メーカーとしての基礎である「も
のづくり」を徹底的に磨き上げ、お客様から信頼
される技術集団を作り上げてまいります。
　株主の皆様には、引き続き変わらぬご理解とご支
援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

■ 新社長のご挨拶

代表取締役社長
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第74期の振り返り

精密機器事業が売上と利益を牽引

　医療機器事業が展開する主力のコンドーム事業については、国内市場向けは依然として少子
高齢化に伴う市場縮小の傾向が続いており、取扱いアイテムの構成見直しと製造コストの削減
による採算強化、新ブランド構築による新たな市場拡大に取り組んでおりましたが、生産販売
体制や新規設備の見直しが必要となり、関連資産の減損452百万円を計上いたしました。
　精密機器事業においては、国内外の製造関連企業を中心とした顧客ニーズに対応すべく、
ハイレベルな製品開発、「with コロナ」時代に即した新たな非対面営業による提案営業の試
み、ＱＣＤの強化に取り組んでおります。
　その結果、当連結会計年度の売上高は、8,147百万円（前年同期は6,850百万円）となり
ました。
　また、利益面につきましては、生産合理化と投資計画の見直しや諸経費の節減を実施したこ
とにより、営業利益は529百万円と前年同期と比べ259百万円（96.5％）の増益、経常利益
は486百万円と前年同期と比べ259百万円（114.3％）の増益となりました。また、減損等
の特別損失549百万円の計上、および法人税等調整額△81百万円の計上により、親会社株主
に帰属する当期純損失は142百万円（前年同期は170百万円の利益）となりました。
　当社は、創立以来一貫して「世界の人々の健康と豊かな暮らしに貢献する」を経営理念とし、
時代をリードする技術革新を進めることで、医療機器などの生活用品からショックアブソーバ
などの産業用機器に至る幅広い製品を世界に届けてまいりました。これからも、多様化する時
代の要請に応えるため、さらに技術開発力を高めて、新しいニーズへとつながる製品を開発・
提供してまいります。
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連結財務ハイライト

第72期 第74期
（当期）

第73期 第72期 第74期
（当期）

第73期 第72期 第74期
（当期）

第73期

第72期 第73期 第74期
（当期）

第72期 第73期 第74期
（当期）

第72期 第74期
（当期）

第73期

7,212
8,147

6,850
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226

△26
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△142 △20.94

134.03

△112.56

3,117 3,0983,304

≫売上高（百万円） ≫営業利益（百万円） ≫経常利益（百万円）

≫親会社株主に帰属する
　当期純損益（百万円）

≫1株当たり当期純損益（円） ≫純資産（百万円）

8,147百万円 529百万円 486百万円

△142百万円 △112.56円 3,098百万円
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セグメント別の概況

28.2%

2,188 2,301
2,145

第72期 第74期
（当期）

第73期

医療機器事業

≫売上構成（当連結会計年度）

セグメント別売上高 2,301百万円

　主力のコンドームは、国内市場においては主要な販売チャネルとしての大型小売店・ドラッグストア等を中心に販路開拓に
注力いたしました。また、引き続きネット販売への取組みを強化すると同時に、ドラッグストア、量販店とのタイアップ企画
や販促キャンペーンへの展開、ＳＮＳを媒体としたＷｅｂ広告に取り組みました。
　新素材コンドームＳＫＹＮの売上が好調であり、欧州向けの販売が好調なメディカル製品とともに事業売上を牽引しました。
　利益面では不採算製品の見直し、生産歩留まりの向上、販売費節減へ継続的に取り組み一定の成果も出ましたが、新生産設
備でのコンドーム製造費用が想定以上に膨らみ、
在庫の評価減を実施いたしました。メディカル製
品につきましては、生産部門・販売部門一体によ
る効率化、費用削減、生産歩留まり向上策により、
前期比増益となりました。
　この結果、売上高は2,301百万円（前年同期
は2,145百万円）となりました。
　セグメント損益は、コンドームの製造費用上昇
に伴う在庫評価減の実施等の利益圧迫要因により、
282百万円の損失（前年同期は73百万円の損失）
となりました。
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　精密機器事業は国内・海外ともに2020年12月以降に取引先の需要が急回復し、今期も年間を通して受注が好調に推移いた
しました。生産設備用市場での需要拡大のほかにも幅広い業種において生産増の動きが見られ、売上増加に寄与しました。ま
た、海外向け取引では欧州を中心に好調な受注が続きました。製品別ではショックアブソーバ及びロータリーダンパーともに
前年比大幅増収となりました。
　利益面では受注増に伴う生産効率
向上、人員の適正配置や工数削減に
よる製造経費削減、販売費節減へ継
続的に取り組み、利益率が大幅に改
善しました。
　この結果、売上高は過去最高の
5,316百万円（前年同期は4,200
百万円）となりました。
　セグメント利益は、過去最高の
1,259百 万 円 と 前 年 同 期 と 比 べ
527百万円（72.1％）の増益とな
りました。

65.3%

5,316

4,2004,428

第74期
（当期）

第73期第72期

精密機器事業

≫売上構成（当連結会計年度）

セグメント別売上高 5,316百万円

セグメント別の概況
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　前年と同様に、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言等の発動が売上の下押し要因となったほか、商材に係る
海外物流の停滞の影響も重なり、主力のゴム風船及びフィルムバルーンがプロモーションツールとして各種イベントで使用さ
れる機会や対面型販売の減少が通年で発生いたしました。
　この結果、売上高は330百万円（前年同期は310百万円）となりました。
　セグメント損益は、７百万円の損失（前年同期は29百万円の損失）となりました。

4.1%

422

330310

第72期 第74期
（当期）

第73期

SP事業

≫売上構成（当連結会計年度）

セグメント別売上高 330百万円

2.4%

173
199194

第72期 第74期
（当期）

第73期

食品容器事業

≫売上構成（当連結会計年度）

セグメント別売上高 199百万円

　主力販売先との取引が伸びたことにより、売上高は199百万円（前年同期は194百万円）となりました。
　セグメント利益は､ 生産効率の低下や設備修繕に伴う原価増要因により、14百万円と前年同期と比べ61百万円（△80.7％）
の減益となりました。
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当連結会計年度
2022年3月31日現在

前連結会計年度
2021年3月31日現在

（資産の部）

流動資産 6,307,005 6,131,044

現金及び預金 1,905,060 1,647,011

受取手形及び売掛金 1,904,957 1,767,908

電子記録債権 561,528 466,438

商品及び製品 519,724 642,866

仕掛品 615,852 785,636

原材料及び貯蔵品 730,104 650,044

その他 69,819 171,189

貸倒引当金 △40 △50

固定資産 5,489,842 6,303,282

有形固定資産 4,906,503 5,786,529

建物及び構築物 2,508,797 2,634,959

機械装置及び運搬具 203,345 528,197

土地 1,777,096 1,848,498

リース資産 360,200 694,893

建設仮勘定 1,657 17,486

その他 55,405 62,493

無形固定資産 46,404 64,737

投資その他の資産 536,935 452,015

投資有価証券 291,949 297,063

繰延税金資産 239,540 147,525

その他 5,445 7,446

貸倒引当金 ― △20

繰延資産 10,762 3,057

資産合計 11,807,610 12,437,383

当連結会計年度
2022年3月31日現在

前連結会計年度
2021年3月31日現在

（負債の部）
流動負債 5,674,368 5,802,936

支払手形及び買掛金 302,434 295,344
電子記録債務 975,539 823,031
短期借入金 2,893,000 3,308,000
1年内償還予定の社債 200,000 200,000
1年内返済予定長期借入金 361,332 496,332
リース債務 129,779 191,553
未払法人税等 163,403 33,133
未払消費税等 82,425 41,973
未払費用 260,485 226,460
賞与引当金 198,411 126,788
設備関係電子記録債務 13,219 8,840
その他 94,337 51,477

固定負債 3,034,823 3,329,652
社債 400,000 200,000
長期借入金 1,930,188 2,291,520
リース債務 457,227 587,007
再評価に係る繰延税金負債 127,115 122,911
退職給付に係る負債 69,253 68,570
その他 51,038 59,643

負債合計 8,709,191 9,132,588
（純資産の部）
株主資本 2,704,280 2,920,738

資本金 643,099 643,099
資本剰余金 248,362 248,362
利益剰余金 1,852,738 2,068,505
自己株式 △39,921 △39,228

その他の包括利益累計額 394,138 384,056
純資産合計 3,098,418 3,304,795
負債及び純資産合計 11,807,610 12,437,383

連結財務諸表

■ 連結貸借対照表
（単位：千円）
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当連結会計年度
2021年4月1日から

2022年3月31日まで

前連結会計年度
2020年4月1日から

2021年3月31日まで

売上高 8,147,337 6,850,762

売上原価 6,324,141 5,313,837

売上総利益 1,823,195 1,536,925

販売費及び一般管理費 1,293,954 1,267,584

営業利益 529,240 269,341

営業外収益 44,279 51,755

営業外費用 87,108 94,124

経常利益 486,412 226,972

特別損失 549,386 1,196

税金等調整前当期純損益 △62,973 225,775

法人税等合計 79,821 55,673

当期純損益 △142,795 170,101

親会社株主に帰属する当期純損益 △142,795 170,101

■ 連結損益計算書
（単位：千円）

株主資本 その他の包括利益累計額
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 643,099 248,362 2,068,505 △39,228 2,920,738 82,656 278,760 4,808 17,831 384,056 3,304,795
当期変動額

剰余金の配当 △63,436 △63,436 △63,436
親会社株主に帰属する当期純損失（△） △142,795 △142,795 △142,795
土地再評価差額金の取崩 △9,534 △9,534 △9,534
自己株式の取得 △692 △692 △692
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） △6,684 9,534 15,396 △8,165 10,081 10,081

当期変動額合計 ― ― △215,766 △692 △216,458 △6,684 9,534 15,396 △8,165 10,081 △206,377
当期末残高 643,099 248,362 1,852,738 △39,921 2,704,280 75,972 288,295 20,204 9,666 394,138 3,098,418

■ 連結株主資本等変動計算書（2021年4月1日から2022年3月31日まで）
（単位：千円）
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株主還元

基本方針
　当社は株主の皆様への利益還元を最重要経営課題のひとつとし
て位置付けており、企業体質の一層の充実・強化と将来に向けた
積極的な事業展開を推進してまいります。この基本方針のもと、
配当金につきましては業績に応じ、また適正な内部留保の充実、
新規投資計画を考慮しつつ安定的な配当の継続に努めてまいります。

当事業年度の剰余金の配当
　当事業年度の剰余金の配当につきましては、当事業年度の業績及
び今後の事業環境や財務内容を総合的に勘案し、当事業年度末日

（2022年３月31日）を基準日とする配当金を１株につき50円とさせていただくことを、2022年５月
13日開催の取締役会において決議いたしました。

30

50 50

第74期
（当期）

第72期 第73期

＜配当金＞

＜経営理念＞

《我が社の目的》
　我が社は世界の人々の健康と豊かな暮らしに貢献し、
　人々に喜ばれ信頼される企業になる。

《我が社のあり方》
　我が社は優れた製品を創造し、高度な品質管理の下で製造・販売を行い、
　収益力の高い企業になる。

《我々の志》
　我々は志を高くし、仕事を通じて自己の成長を図るとともに、
　協調して会社の発展に尽力し社会に貢献する。
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会社概要

■ 会社の概要（2022年3月31日現在）

商 号 不二ラテックス株式会社
英 文 商 号 FUJI LATEX CO., LTD.
設 立 1949年3月
資 本 金 643,099,600円
当 社 H P https://www.fujilatex.co.jp

1. 当社グループの主要な事業内容
医療機器事業 コンドーム、水枕、プローブカバーの製造

及び販売
精密機器事業 緩衝器の製造及び販売
S P 事 業 バルーン、販売促進用品の販売
食品容器事業 食品容器の製造及び販売

2. 事業所所在地
本 社 〒101-0054　東京都千代田区神田錦町3-19-1
大 阪 営 業 所 〒532-0011　大阪市淀川区西中島6-7-3
名古屋営業所 〒465-0025　名古屋市名東区上社4-202-5
福 岡 営 業 所 〒812-0016　福岡市博多区博多駅南2-9-11
栃 木 工 場 〒328-0006　栃木県栃木市国府町150
新 栃 木 工 場 〒328-0124　栃木県栃木市野中町1276
真 岡 工 場 〒321-4301　栃木県真岡市西田井1402-3
栃木千塚工場 〒328-0135　栃木県栃木市千塚町1705
ドイツ代表事務所

Königsallee 92A　40212 Düsseldorf, 
Germany

3. 系列会社
不二ライフ株式会社

〒101-0054　東京都千代田区神田錦町3-19-1
FUJI LATEX SHANGHAI CO., LTD.

Room 1113-1115, No.360, 
Changshou Road, Putuo District, 
Shanghai, China. 200060

■ 株式の状況（2022年3月31日現在）

1. 概要
発行可能株式総数 3,000,000　株

発 行 済 株 式 総 数 1,286,199　株

株 主 数 1,578　名

2. 大株主（上位10名）

株　主　名
当社への出資状況

持株数（千株） 持株比率（％）

岡 本 昌 大 155 12.24
岡 本 和 大 143 11.31
岡 本 明 大 124 9.83
岡 本 和 子 104 8.24
不 二 ラ テ ッ ク ス 共 栄 会 61 4.86
岡 本 正 敏 34 2.69
㈱ り そ な 銀 行 30 2.37
㈱ 大 木 27 2.17
オ カ モ ト ㈱ 26 2.11
赤 松 直 起 24 1.89

（注）持株数は表示単位未満を切り捨てて表示しており、持株比率は表示単位未満を四捨五入
して表示しております。

■ 役員の状況（2022年6月24日現在）

代表取締役
社 長 近 藤 安 弘 取 締 役

監 査 等 委 員 畑 山 幹 男

＊取　 締　 役
監 査 等 委 員 深 沢 岳 久

＊取　 締　 役
監 査 等 委 員 大 西 恭 二

＊ 社外取締役

取 締 役 金 原 辰 弥

取 締 役 岡 本 昌 大



事 業 年 度 毎年４月１日より翌年３月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年６月開催
定時株主総会基準日 毎年３月31日
剰余金配当基準日 毎年３月31日
単 元 株 式 数 100株
株主名簿管理人および 
特別口座の口座管理機関

東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号
日本証券代行株式会社

株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号
日本証券代行株式会社　本店

（郵便物送付先） 〒168-8620　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
日本証券代行株式会社　代理人部

（電話照会先） 電話  0120-707-843
同 取 次 窓 口 日本証券代行株式会社の支店及び三井住友信託銀行株式会社の本

支店及び全国各支店
（「コンサルティングオフィス」「コンサルプラザ」を除く）

公 告 方 法 電子公告により行います。ＵＲＬは以下のとおりとなります。
（ＵＲＬ　https://www.fujilatex.co.jp）
ただし、やむを得ない事由により電子公告をすることができない場
合は、日本経済新聞に掲載します。

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所

株 主 メ モ

【株式に関する住所変更等のお届出及びご照会について】
　証券会社の口座をご利用の場合は、日本証券代行株式会社ではお手続きができませんので、取引
証券会社へご照会ください。
　証券会社の口座のご利用がない株主様は、上記電話照会先までご連絡ください。

【特別口座について】
　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されていなかった株主様には、株
主名簿管理人である上記の日本証券代行株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設しております。
特別口座についてのご照会及び住所変更等のお届出は、上記の電話照会先にお願いいたします。

〒101-0054 東京都千代田区神田錦町3-19-1
03-3293-5681

　https://www.fujilatex.co.jp


